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防衛省の宇宙関連予算について
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宇宙関連予算の推移（契約ベース）

５年間で約3,353億円を計上 防衛力整備計画（5年間）の
最初の３年間で約9,227億円を計上

○ 経済・社会活動にとって不可欠な宇宙空間の安全かつ安定した利用等を確保するため、宇宙の安全保障の分
野での対応能力を強化することが必要。

○ 防衛力の抜本的強化に際しては、領域横断作戦能力を向上させるため、宇宙領域を活用した情報収集、通
信等の各種能力を一層向上させるとともに、宇宙領域の安定的利用に対する脅威に対応するため、平素からの
宇宙領域把握（ＳＤＡ）に関する能力を強化する 。

○ 防衛力整備計画に基づく防衛力の抜本的強化実現のため、宇宙関連予算についても令和５年度予算以降、
大幅に増額を実施。

○ 令和７年度概算要求における宇宙関連予算として、約５,９７４億円（契約ベース）を計上。（なお、歳出
ベースは約1,372億円）。
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防衛省の令和７年度宇宙関連予算の概算要求について

○ 宇宙領域は今や国民生活及び安全保障の基盤であり、宇宙利用の優位を確保することは、我が国にとって極
めて重要。

○ このため、宇宙領域を活用した情報収集等の能力を含めた宇宙作戦能力の強化が必要。
○ 令和７年度概算要求における宇宙関連予算の主要な項目は以下のとおり。
（契約ベースで 約５,９７４ 億円 、歳出ベースで約１,３７２ 億円 を計上）

令和７年度概算要求の方針・概要

項 目 ７年度概算要求
（契約ベース）

７年度概算要求
（歳出ベース）

衛星通信網の整備
多国間の衛星通信帯域共有枠組み（PATS）対応器材等の整備 約２１億円 約０．１億円
次期防衛通信衛星等の整備 約１，３５３億円 －
商用低軌道衛星通信器材等の整備 約６億円 約７億円

宇宙領域を活用した情報収集能力等の強化
戦術ＡＩ衛星実証機の試作 約５３億円 －
次世代防衛技術実証衛星の開発 約９７億円 －
ＨＧＶ対処に関する技術の向上を企図した技術検討 約３１億円 －
衛星コンステレーションの構築 約３，２３２億円 －
画像解析用データの取得 約２６４億円 約２５５億円

宇宙領域把握（ＳＤＡ）の強化
衛星妨害状況把握装置の整備 約２８億円 －

その他の宇宙政策に関する取組（上記以外） 約８８７億円 約１，１１０億円

合 計 約５，９７４億円 約１，３７２億円
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事業概要

衛星コンステレーションの構築

年度 ７ ８ ９ １０ １１ １２ 概算要求額

線表 約３，２３２億円衛星コンステレーションの構築

衛星コンステレーション（イメージ）

衛星の構成
衛星の性能等を踏まえ、ＳＡＲ衛星を中心に光学衛星を組み合

わせた構成
事業方式・所有権
PFI方式（BOO方式）
衛星・地上施設は民間事業者に保有させ、民間事業者のノウハ

ウ等を活用し、運用・維持管理
事業期間
衛星の寿命も考慮し、令和７年度から令和１２年度までの６年間
（準備期間１年＋小型衛星の寿命５年）

事
業
ス
キ
ー
ム
の
概
要

○ スタンド・オフ防衛能力に必要な目標の探知・追尾能力の獲得のため、令和７年度末から衛星コンステレーショ
ンの構築を開始（ＰＦＩ方式）

○ 民間に衛星を所有させ、それを活用することで事業費を抑制しつつ、防衛省優先の衛星コンステレーションとして
構築・活用することで、長期安定的なサービスの確保を実現
☞衛星コンステレーションとは一定の軌道上に多数の小型人工衛星を連携させて一体的に運用するシステムのこと
☞ＰＦＩ(Private Finance Initiative)とは、公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して

行う契約手法のこと

契約 本格的運用段階的に順次打上、運用 3



○ 現在運用中のＸバンド防衛通信衛星（きらめき２号機）は、令和１２年度に運用が終了することから、 そ
の後継となる次期防衛通信衛星及び関連器材を整備する。

○ 他国による通信衛星への妨害や今後も増大が見込まれる通信所要に対応していく必要があるため、抗たん性、
相互運用性及び通信能力等の機能を向上させた次期防衛通信衛星を整備する。

事業概要

次期防衛通信衛星等の整備

年度 ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ 概算要求額

線表 約1,353億円
衛星・地上器材の設計製造

打上げ
施設（局舎）の整備施設（局舎）の調査設計（約５．５億円）

Ｒ７年度は２号機の後継機の製造等を要求

きらめき２号機
運用終了

輸送・試験
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○ 米国が主導する軍事通信衛星の帯域共有の枠組みであるPATS（Protected Anti-Jam Tactical 
SATCOM)への参加に合わせ、これに接続可能かつ次期防衛通信衛星に対応した衛星通信器材を整備。

○ 高い耐妨害性、耐傍受性を持つ通信方式を採用し、作戦等で利用する衛星通信帯域を増加させることが可
能となる。

多国間の衛星通信帯域共有枠組み（PATS）対応器材等の整備

PATSに参加することにより
利用可能となる見込み

年度 ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ 概算要求額

線表 約２１億円
PATS対応器材の整備

PATS対応器材の通信実証

事業概要
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事業概要

年度 ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ 概算要求額

線表 約６億円

商用低軌道衛星通信器材等の整備

艦艇への衛星通信器材装備状況

○ 所要の衛星通信帯域を確保するため、水上艦艇において業務用通信の補完として利用する商用低軌道衛星通信に必要な器
材を装備し、通信サービスを利用する。

○ 艦艇の衛星通信においては、従来利用している静止軌道衛星に加えて、高速大容量通信を可能とする商用低軌道衛星通信の
導入により、通信負荷を軽減可能となる。

○ また、業務用通信における余剰帯域を乗組員と家族等とのメールのやりとりやインターネット閲覧等に充てることも可能であり、艦艇
における生活勤務環境の改善にも寄与する。

商用低軌道衛星通信器材等の整備

商用低軌道衛星通信器材等の整備

商用低軌道衛星通信器材等の整備
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